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庵地保の生涯と年譜
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■資料■

庵地保（いおじたもつ、1853～1930）については「普通教育論を説いた初期の

文献」といわれる『民間教育論』の著者として、主として中内敏夫氏らによって1960

年代半ばから断片的に紹介されてきたり。
庵地が『民間教育論』を出版したのは、教育令が改正される1週間前の1880（明治

13）年12月23日であった。

1873（明治5）年の学制実施により、各府県は「貧富尊卑ノ別ナク」という文部省

の方針（西潟「説諭」等）に促されて、「貧民ノ子女」の就学という「難事中ノ難

事」に当面していた。府県の多くは、根気よく説得さえすれば数年後には実現できる

という展望を文部省に報告していた。
ところが、政府・文部省は財政政策の転換を契機に、普通教育を「富人ノ子弟」に

限定し、貧民にたいする教育を切り捨てる方向に転じ、学制を廃止して、教育令を制

定した。
これに対して、自由民権派や民衆側からは普通教育は人民に権利であり、子どもの

権利であるという主張が表明されたり、普通教育にたいする政府・文部省の権限の問

題をも含め、普通教育のあり方をめぐり、活発な論議が展開された。
他方、国家権力内部の保守反動層は元田永字を天皇の侍準に据え、教育令に表れた

いわばブルジョワ路線を否定し、すべての学齢児童に徳育主義の教育を義務づけると

いう国家主義的路線を画策していた。「普通教育ノ挽回」と意識されたこの路線は教

育令制定後に一挙に表面化し、わずか1年3カ月後に、クーデター的に教育令を「改

正」した。この路線は、事実上、「普通教育」という概念を用いること自体右否定す

る路線でもあった。庵地の『民間教育論』は、まさにこの激変期に．奉って、「開国進取」のブルジョワ

的側面を肯定し二合理主義を基調とした「普通教育」論を体系的に展開したものであ

る。
庵地は彼の普通教育論を自らの行動原理として精力的に活躍するが、日清戦争に当

面し、「開国進取」の絶対主義的軍国主義的側面の台頭のなかで、その主張は押しつ

ぶされていくことになる。
本稿は普通教育論研究の一環としての庵地保研究の基礎資料となる＿ものである。

［キーワード］普通教育、庵地保、教育令、『民間教育論』、『図之教育』
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はじめに  

本稿および年譜は、わが国における普通教育論研究の一環としての庵地保研究の一部を  

なすものであり、彼の生涯、とくに教育上の活動を中心にまとめたものである。   

なお、庵地保が編集した『国之教育』（全68冊）については、現在のところ一部しか入  

手できていない。ご教示いただければ幸甚である。   

また、この年譜の作成に当たっては庵地正彦氏から貴重な資料をお借りすることができ  

た。また、庵地保の「転免履歴」については東京都立公文書館の御好意を得る事ができた。  

あわせてここに記して謝意を表したい。   

庵知 保は1853（嘉永6）年12月1日、沼津藩水野家の家中・儒臣の二男として生まれ  

た。移封により千葉・菊間藩に移るが長男の天折により、家督を継ぎ、間もなく一家挙げ  

て東京に転居することになった。   

東京に置かれた水野藩藩校明親館洋学局で、のち海軍少将となる本山漸から英語を学ん  

だ後、16歳で開設したばかりの大学南校に入学したが、学資が理由で中退した。その後、  

海軍省に入り艦内教授役介に採用されている。  

1877（明治10）年、24歳となった庵地は東京府職員として採用され学務課に配属となっ  

た。   

時あたかも政府・文部省内において教育令原案を起草する委員会が設置され、学制全般  

の見直しが開始されようとしているときであった。   

この年、文部省は大がかりな教育事情視察を行い、これに対して西村茂樹、九鬼隆一な  

ど大書記官らは「普通教育ノ病」などという表現を用いて、その処方策を摸索していた。  

それは普通教育を「貧富尊卑ノ別ナク」から「富人ノ子弟」に限定し、「貧民ノ子弟」を  

切り捨てるという方向を志向するものであった2）。一方、支配層内部においては国家主義  

的立場から「徳育」を重視した普通教育も企図されていた。また、民間にあっては普通教  

育を人民の権利として要求する思想も表明されていた。   

結局、学制は廃止され、1879（明治12）年、それに代わって、教育令が出された。   
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この教育令は小学校教育の目的等に「普通ノ教育」、「普通教育」という用語を教育法  

令上初めて用いたことでも知られている。  

1880（明治13）年12月9日、文部省は「教育令改正案ヲ上奏スルノ議」3）を太政官に提  

出した。   

それは「普通教育ノ衰類ヲ挽回スルコト、焦眉ノ急二属スル」とし、そのことが「国  

運」上の課題であるとしていた。   

「議」によれば、前年の教育令の「弊」は学制の「短雑」を整理するあまり、「放任ス  

可ラザルモノヲ併セテ放任」したところにある、「干渉ノ過度」に問題があったのではな  

く、「干渉ノ途轍」に誤りがあったのだ、というのである。「放任ス可ラザルモノ」とは  

「授業ノ得失ヲ考へ、費途ノ緩急ヲ察スルガ如キ内部ノ事」、すなわち「普通教育」内部  

のことであり、それに対する国家の「干渉」権をも「放任」したところに「衰頼」の真の  

原因がある、というのである。   

一方、「学校ノ設立費用ノ募集等専ラ外部ノ事」に対する国家の「過度ノ制限」につい  

ての反省は見られない。すなわち、「挽回」とは教育内容である「普通教育」を含めた教  

育制度全休に対する国家の干渉権の確立を意味するものであった。   

それはまた、教育政策に対する支配層内部の対立や自由民権派の教育論に対する反動側  

からの巻き返しでもあった。   

ところで、「国民ノ品位ヲ上下スルカ」をもつところの普通教育を学校教育の「内部ノ  

事」に関わるものとしてそれに対する干渉（＝統制）権の確立を要求する政府・文部省の  

方針はこの頃から急速に強化されていくが、その方向に触発されながら普通教育をめぐる  

議論がさまざまな立場やさまざまな角度から展開されはじめていた。   

この「議」を受けた太政官は直ちに同じ月の28日に教育令を改正した。この改正は「普  

通教育」という用語そのものは残すことになったが、教科構成、教育内容等に対する国家  

の干渉が強く押し出されたものであった。   

庵地が『民間教育論』（和綴、庵地氏蔵版）を出版したのはまさにその年の12月23日で  

あった。   

この出版は偶然ではなかった。庵地は、独自な思想的立場から時代に敏感であったし、  

大胆にかつ実践的に自らの見解を主張し、実行するタイプであった。庵地は相当の課題意  

識と準備とをもってこれに取り組んだと思われる。   

学校設立の拡大に比して学校維持費負担に対する父兄の意識は進歩とは言えない状況に  

ある、その理由は「是レ皆教育論ノ民間二勢力ヲ得サルノ致ス所」にある、したがって  

「普通教育ノ要領」を述べ、普通教育の重要性を民間に訴えていかなければならない、と  

その「総論」で述べている。   
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庵地の「普通教育」論の概要については別な機会に譲ることにして、それを一言で要約  

すれば、「人智諸般ノ能力」には「自然ノ法則」とも言うべき「発達ノ順序」があり、普  

通教育はその順序に「相応」するものでなければならない、というものであった。   

この見地を庵地は一貫して貫くのであるが、後に述べるように、ある意味でそのことが  

日清戦争と同時に彼を教育界から追い出すことにもなったとも言うことができるのである。   

なお、前年6月に創刊された『東京学士会院雑誌』は福沢諭吉のイ教育論」を載せてい  

るが4）、この論説は庵地にかなり影響したと思われる。  

1882（明治15）年、庵地は、論説「科学的思想ヲ説キ併セテ其発達ヲ論ス」において、  

「科学的ノ思想」が「知見ノ広狭二因テ脳裡こ反射シタル事物ノ念慮」である以上、「科  

学的ノ思想」を「発達」させる「順序方法」も「知見ノ広狭」に依存せざるをえない、普  

通教育にあっても「適度ノ実事ヲ取テ之ヲ科学ノ定法二応用シ十分ノ念慮ヲ惹起セシメ遂  

二其習得シタル所ノ科学ヲ以テ日本第一流ノモノトナサンコトヲ余輩ノ切二願フ所ナリ」  

と述べている。  

1883（明治16）年7月には、「普通教育の改良進歩」を規約上の目的とする東京府教育  

談会が、また9月には大日本教育会が発足し、庵地は前者をいわばホームグランドにしな  

がらもそれぞれにおいて主要もしくは中心メンバーになっている。 

翌年2月に開かれた教育談会会合において庵地は「教育普及ノー義」と題する講演を行  

ない、徳育・知育・休育のそれぞれが重要であり、とくにどれということではなく、それ  

らは教育を構成するものとして統一的にとらえなければなら′ない、また、その普及にあ  

たっては「俗談平話」に徹するべきである、ことを強調している。  

1885（明治18）年の2月、庵地は第2の主著『通俗教育論』を東京・金港堂書籍会社か  

ら出版している5）。   

先の『民間教育論』との関連については「其の大体の主義に至りては今日と強て異なる  

所なし殊に目下の有様においては普通教育の要用益々切迫の事情ありと信ずる」と述べて  

いるように、『民間教育論』の改訂版であるとしている。   

9月の教育談会第3回総集会での庵地の演説「会員諸君二所望アリ」は、8月の教育令  

再改正を受け、それが「教育ノ事業ヲ引締メサルヲ得ス」、「今后ハ人心ノ教育ヲ離ルル事  

アリハセヌカ」と心配を率直に表明している。   

一方では、「教育談会員ノ資格ヲ以テ彼是吟味スヘキ事柄」ではないとしながらも、他  

方では「元来教育ノ事ハ独ソ官ノー方こ委托スヘキモノニ非ス官民共二配慮スヘキコト当  

然」との見地から、「我教育談会卜大日本教育会トハ大小ノ区別コソアレ今日ノ事態傍観  

スベキ時二非」ず、「双方共ニ」「教育ノ価値ヲ成ルヘク多クノ人二知ラシムル方便ヲ講ス  

ル事此際ハ最モ必要」であり、「国中至ル所こ教育談アル」ようにしなければならないこ   
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とを力説している。   

教育普及の主休的条件をことさら強調する庵地の情勢論は彼の普通教育論とどのような  

関係にあるのだろうか。   

教育令改正によって設置されることになった小学教場のあり方をめぐって、その年11月  

22日に開かれた東京府教育談会第4回総集会は庵地の見解が否決されるという異例の会合  

となった。   

庵地が発題者となった議題は「小学教場の学期を三ヶ年とするときはこれを無等級にす  

ることがいいかどうか」というものであった。   

庵地はその趣旨について次のように述べたという、「教則ヲ無等級二編制スルトキハ生  

徒ノ智識二充分ノ発達ヲ与へ、徒二其進歩ノ途ヲ遮断スルノ虞レナクシテ仮令ハ読書力ニ  

富ムモノハ之ヲ進メ算術二巧ミナルモノハ亦之ヲ進メテ不得意ナル学科ハ之ヲ充分二修メ  

サスレハ最後ニハ終二某日的即チ普通学科ヲ均シク卒ルコトヲ得ルノ道理ナレハ実際ノ学  

力ニ著シキ進歩ヲ呈スルナラン」と。   

これに対して、もし等級を置かなかったら勉学を奨励することもなくなり教授上錯雑か  

つ不便になる等の反対意見が出て、「論議百出、殆ど停止するところを知らざるの有様な  

りしが、決を取るに当たりては、無等級を否とするの説多数を占め遂に否決」された。   

庵地の提案は一定の自主性を保持していた教育談会においても受け入れ得るものではな  

かった。   

この頃、教育談会内部においても実業教育・国民教育の必要性があたかも普通教育論に  

対する対立概念であるかのように主張され、庵地のように理念に基づいた普通教育論は押  

されぎみの傾向にあった。   

この年4月、『教育時論』と『教育報知』があいっいで創刊されている。それぞれ庵地  

の足跡を伝えていると同時にそれぞれ独自の立場から普通教育論を展開し始めることにな  

る。  

1886（明治19）年9月に学務課長に昇格した庵地は府下小学校長会議の席上、校訓を主  

題とする演説を行なっている。   

学校教育は教授と校訓ともに重要であるとしたうえで、校訓の中心は学校長と教員がそ  

の模範を示すことにある、それは彼らが「生徒ノJL、ヲモ以テ己力心、トナシ其間二懸隔ヲ生  

スルコトナク常二同一体トナ」ることである、と述べている。  

11月には、『教育報知』第43号に論説「小学校ノ経済」を寄せ、4月に出された小学校  

令についてそれが小学校の「経済上ノー大変更」である、学校は元来「町村の共同物」で  

あるから「区町村費」で支弁するべきであるから「寄付金授業料等」で支弁することには  

直ちには困難である、という見地に立ちつつ、長期的には「学校若シクハ学区二充分ノ資   
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本ヲ備エテ学校維持ノ独立堅固」を計るべきだが、当面の措置として「小学校或ハ各学  

区」に「（選挙による）経済整理二関スル委員」を置くよう提案している。   

同年、大日本教育会では庵地の発売割こなる「男女共学の可否」が翌年4月まで3匝lにわ  

たって討論されている。   

その年（1887）4月には議事課勤務を命ぜられたが、その直後に論説「東京府下貧困児  

童の教育法」が『教育報知』に2回にわたって連載されている。   

公私立小学校の教育が進歩したといってもそれは「金満家」の子弟にとっての教育には  

かならず、授業料一カ月十銭といってもそのほかに「筆墨紙」「書籍十呂盤石盤」「小遣  

い」を含めると、大部分の貧困児童は就学することはできない。彼らを「将来自営の民」  

となすことこそ国家の繁栄の基礎である、という典型的なブルジョワ的立場にたちつつ、  

したがって貧民学校設立のために資本家は資金を提供すべきである、またそのための教員  

としては、僧侶をあてるのはどうか、などユニークなアイデアを提言している。   

同年10月文部省普通学務局主席属に転任した直後、師範学校令改正を受けて秋田県尋常  

師範学校となったその校長に任ぜられたのである。約200名が出席した彼の送別会は「近  

時珍しき教育上の集会」であったという。（『教育時論』第99号）  

1888（明治21）年から4年間、庵地は尋常師範学校長として活躍するが、同時に県学務  

課長、県教育会副会長、秋田市教育全会長にも就任した。秋田県教育会は庵地の師範学校  

校長就任を契機に翌春5月に設立されたものであるが、開会式での庵地の演説は興味深  

い6）。   

宮において教育が奨励され、また教育会が必要であることは当然のことであるとしても、  

教育方法の研究とその交流こそが重視されなければならないのであって、教育会はそのた  

めにこそ存在すべきである、教育会が設立されたことが喜ばしいかどうかは教育上の経験  

交流が実際にどのようになされたかどうかにかかっているのであって、祝辞はそのときに  

譲りたいと述べたあと、「事物集散ノ理二基キテ教育会ノ必要ヲ」論じた。   

庵地にとって「事物集散ノ理」とは「事物自然ノ約束」であり、「人事」においても妥  

当するとして次のように述べている、「人類相集リテ社会ヲ成セハ玄二協力分労ノ法行ハ  

レテ有無ヲ通シ経験ヲ交換スル、其際ニハ事物集散ノ理二基キテ其中JL、トナルへキ場所モ  

定マリ、之二依リテ自ラ利シ、自他共二其幸福二浴シ、遂こハ社会全体ヲモ利益スルニ至  

ルハ殆卜社会ノ約束二出ツルモノ如シ、而シテ此約束ノ能ク行ハルル所ハ人事次第二整頓  

シ、人モ富ミ、国モ栄テ、所謂文明富強モ致スコト事実二徴シテ明白」と。   
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「社会進歩」には「事物集散」が必要であり、例えば、「政治集散」について言えば、  

政府には中央政府（さらに内閣・各省あり）や地方政府（さらに県庁、郡役所あり）があ  

る、というのである。   

庵地はこのように述べて、教育会の設立は「取リモ直サス事物ノ法則二従テ教育事業二  

関シ、経験卜交換スルノ中心ヲ作りクルモノ」であることを強調したのである。   

ここには庵他の政治観・社会観の特徴が示されているが、教育会に対する国家統制が強  

まっている折、開会式演説としてはきわめて大胆なものであった。   

校長としての意識からか、この時期教師論についての発言が見られる。「教師の位置を  

安全ならしむる法＿】（『教育報知』163号）は、小学校教員には「自理独立の思想と位置」  

が不可欠であるとし、そのためには「現在の生活と老後の生計とを営むに足るの準備を設  

くる」こと、具体的には教師自ら共同の組合を組織し、殖産会社を設立し支配人を置いて  

事業を興し、教師共同の財産を形成し、それを老後の生計に当てるというのである。ここ  

にもアイデアマン庵地の本領が発揮されている。   

「教育者、外二対スル務」（『教育報知』213・214号、1890・4～5）において、庵地は  

町村制実施を口実に教育費用節減が図られる状況をとりあげ、結局教育が人民に信用され  

ていないからだ、もしそうでないならば教育費削減など許しはしないだろうと述べ、教育  

にとって人民の信用は不可欠であることを強調している。   

どうすれば教育は人民の信用を得ることができるか、それは敵の中に味方を作ること、  

すなわち教育社会の外に教育の価値を理解できる人を獲得することであるとして、「町村  

立学校二奉職スル人」の責務を論じている。土地の人情・風俗を理解すること、父兄と親  

交・親接できること、常に町村人民の先達となり、そのなかで教育の価値を説くことがで  

きること、教員等が主催する幻灯会等には人民に参加を求めること、演説等は俗談平話に  

できること、等を挙げている。   

庵地には「教育二関スル勅語」の翌年に善かれたと思われる「教育制度」と題する未完  

の手稿がある。新小学校令が「行政学ノ原則二基ツキテ組織シタルモノ」であり、これま  

での教育諸法令と違って「応々変更スル等ノ事ハナカルヘシ」と見通したうえで、教育制  

度についての「学理上ノ研究」の必要性を強調している。   

庵地は「（教育制度ヲ）研究スルニハ地方制度ヨリ始メサル可カラス」と述べているが、  

それは市町村制以来市町村自治の精神が発達してきたが、そのなかで「市町村ノ便益ヲ主  

張スル」傾向も強まってきている、本来「教育ハ国家全体ノ為二施設シタルモノ」である  

から、教育にとって国と地方制度との原則的関係を明確にしておく必要がある、という認  

識に立ったものであった。   

庵地によれば地方自治・地方分権が必要であるのは、第1に、官は民に一致しなければ   



126  教育工学研究 第12号1990  

ならず、そのためには「人民ヲシテ公共事務二参与セシムル」ことが前提でなければなら  

ない、第2に、地方に「直接こ利害ノ関係アル者」は地方に任せるべきである、第3に、  

国の基礎は自治分権を保障することによってむしろ強固になる、第4に、人民が自治制度  

をつうじて政治思想を養うことによってはじめて国家の問題を議することができる、とい  

うものであった。このような認識は「維新ノ初年カラ明治一二年ノ頃マデハ官治ノ風（＝  

中央集権）」であったという庵地の現実政治認識と政治は本来「民治」であるべきだとす  

る政治観から導びきだされたものと思われるか、これも「事物集散の理」の思想と合致す  

るものであった。  

1891（明治24）年2月、秋田尋常師範学校の寄宿舎新宮を契機に47名の学生が放校処分  

となった事件が持ち上がった（『教育時論』233号）が、庵地との関係は不明である。師範  

学校長時代の庵地について「惜しまれながら秋田を去られた」という文章が残っている7）。  

1892（明治25）年4月、庵地は長崎県師範学校長に転任を命じられているが、結局当校  

へは着任せず8）、5月1日付で依願免職となっている。実はこの春、庵地には東京金港草  

書籍会社の監査役として教科書等の編纂の仕事が待っていた。金港堂ではその前年に三宅  

米吉が副社長に就任していた。また明治22年11月から定期総合文芸誌『普通教育』を発行  

していた。   

庵地は早速、定期刊行教育雑誌『国之教育』の刊行を企画し、彼を発行人、加藤駒二を  

編輯人としてその年の9月に第1号を発行している。これは月3回刊で翌々年の8月の68  

号迄刊行している。   

『国之教育』創刊号の社説「国の教育」（庵地の執筆と思われる）は「発行の趣旨」に  

おいて、『普通教育』との遠いに触れたあと、「教育界多事の今日において」「教育上時時  

の問題又は雑報等を機敏に報道」し、「教育上につき不偏不党の論説、記事を掲げ」、我が  

国の教育において「独立」こそが「今日の急務」であることを訴えていきたいと述べてい  

る。論説の部では庵地自ら「四○年来日本の進歩」と題して我が国における文明全般の進  

歩について9回にわたって執筆している。   

清国への宣戦布告の直前、「現時の教育が開国進取の国是」に反していると論じた咽  

之教育』第63号社説にたいして、『教育報知』が戦争を鼓舞する立場に立ってこれを非難  

したことから双方の間に論争が持ち上がった。論争は噛み合わないまま『教育報知』側が  

「アバヨ」という言葉を残して論争を打ちきった。しかし、『国之教育』はその発行元の  

営業政策の転換もあって9）、その直後廃刊に追い込まれることになった。   
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庵地は1896（明治29）年、住友家に入社し、日本製銅株式会社の整理監督を経て、翌年  

現住友電工の前身である住友伸銅所の支配人さらに場長として13年間活躍することになる。   

「（桂鋼線製造法について）場長庵地保は自身に翻善して製作を指導した。（中略）そう  

して明治33年4月、逓信省へこれを完納することができた。これは大変立ち遅れていた住  

友の電線事業が最初の面目を示したものと言わねばならない。そして銅線はしばらくは住  

友の独占的製品となった」川）。   

58歳（明治43年）で退職した庵地はその年9月に『商人道』（東京・大野書店川）を著  

わし、その後日本エナメル（株）、東京瓦斯電工（株）等の設立に関係し、また日本原毛（株）  

の社長にもなっている。  

1930（昭和5）年10月19日、77歳で没した。  

注   

1a．勝田守一・中内敏夫『日本の学校』、岩波新書、1964年、221～222ページ  
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1d．中内敏夫『教材と教具の理論』、1978年、有斐闇ブックス、191～192ページ  
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7．『秋田県学事月報』1891年  
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9．稲岡勝「金港堂小史一社史のない出版社「史」の試み」、東京都立中央図書館『研究紀要』第  

11号、1979年、93・94ページおよび『教育時論』第339号  

10．『社史 住友電気工業株式会社』、同社発行、1961年、70ページ  

11．宇田正「明治中期一往友人の近代的商人観一席地 保著『商人道』の紹介を中JL、に－」、追手   

門学院大卓『追手門経済論集』第17巻第1号、1982年，参照   



（1990年1月調査現在）  

普通教育関連事項   庵 地  保  （□印は庵地の著作等）   

18 5 3   12・1沼津藩水野家の家中・儒臣の二男として出生（東京都公文明治20年   

（嘉永6）  「転免履歴」には、「駿河国駿東郡沼津城内二於イテ生」とある）  

1866  ○前島密「（支那が）西洋諸国の侮蔑する所となりた  

（慶応2）  るは普通教育の法を知らさるに坐するなり」  

（「漢学御廃止の議」）  

12 0福沢諭吉、『西洋事情』初篇巻一「学校」の中で  

（慶応3）  ヨーロッパ、とくにドイツの教育制度に関連して  

「常数」という言葉を紹介  

O「長男天折のため家督を継ぐ、明治維新に際して一家を挙げて上  

京」という記述あり  

186白  （沼津藩は政府から移封を命ぜられ千葉・菊間藩となる）   

（明治1）  ○藩校・明親館洋学局（在東京）で山本漸などから英学を学ぶ（？）   

18 69  1・14木戸孝允「普通教育の振興を急務とすべき建言書案」  なお、旧幕臣本山漸（のち海軍少将）に「明視飽洋学局同社の童   

（明治2）  を政府に提出（新暦、以下同じ）  生に授る覚」（明治2年4月）あり。  

○伊藤博文、大久保利通らも学校制度確立の必要性  

強調  

3・17「府県施政順序」：  

第13項「小学校ヲ設ケル事」  

1870  

（明治3）       3 「大学規則」「中小学規則」：  ○大学南校の開設（1月）を機に入学（16歳）  

小学「普通学」、中学「専門学」   （「学資の点で中退」の記述あり）  

12・25西周、COmmOnSCienceの訳語としての「普通学」   5・23 海軍省・艦内教授役介（「転免履歴」）  

と＜世に言う「普通学」＞を区別することを主張  
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（『古学連環』）  

9・2 文部省創設（大学廃止）  

江藤新平文部大輔、大木喬任文部卿  

12・23 文部大丞田中不二麿、岩倉使節団に随行  

3  J．S．ミル著、中村正直訳『自由之理』  

福沢諭吉F学問のすゝめ』初編  

9・4 「学事奨励に関する披仰出書」  

9・5 学制頒布：  

小学校「教育ノ初級」、中学校「普通ノ学科」  

10・10 文部省、中学教則略、小学教則頒布  

5・26 北条県（岡山県）にて農民およそ3000人蜂起、徴兵  

令、地券入費、学校資金等に対する不満  

7・28 地租改正条例布告  

11・27 西潟納「説諭11則」（『文部省雑誌』明治6年第7号、  

明治7年第1号にもほぼ同文再録）  

○全国学校数24，225はぼ全国町村に設立  

1・17 民選議院設立建白書理出  

9・27 田中不二麿、文部大輔になる  

4・8 府県に学務課を置く  

11・25 太政官達「文部省職制及び事務章程」  

上款第5条「普通教育須要ノ学科ヲ改正スル事」  

4   西村茂樹、第二大学区視察報告のなかで「普通教育  

ノ病」4項目をあげ、民力に応じた「普通教育」  

の推進を表明（『文部省第4年報』）  

九鬼隆一、第三大学区視察報告のなかで「富人ノ子  

弟」のための「普通教育」推進を強調（同上）  

18 71  

（明治4）  

18 7 2  

（明治5）  

18 7 3  

（明治6）  
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18 7 4  

（明治7）  

18 7 5  

（明治8）  

18 7 7  

（明治10）  

3・9 東京府学務課勤務（8等属）  



普 通 教 育 関 連 事 項   庵 地  保  （［コ印は庵他の著作等）   

○この頃、教育会等が盛んに設立される。「普通教  

育の改良普及」を目的とするものあり。  

6 学監モルレー「学監考案日本教育法十を文部省へ提  

出、第25章「‥下等小学科ハ→畷人民日常欠ク  

ヘカラサル所ノモノクルヘシ」「中等小学科及上  

等小学科ノ学科ハ下等科ヨリ栴高尚ノモノニシテ  

亦一般人民必需ノモノクルヘシ」  

6「6『教育新誌』創刊（汎愛社、月2回刊）  

6・20山田行元、儀迫就学法を「普通教育法」と呼称する  

ことを提唱（『教育新誌』草2号）  

10植木枝盛「普通教育論」  

12 ルソー『民約論』訳  12・15 7等罵（千葉県士族）  

1878  1・31東京日々新聞、下村桧造「我邦普通教育ノ現状ハ慶  

（明治11）  スベキ乎」（寄書）を掲載  

2・15上記「寄書」を文部省『教育雑誌』第57号が全文掲  

載  

5文部省「日本教育令」上奏  

第19章「小学ハ人間普通関ク可ラサルノ学科ヲ児  

童二教フル所ナリ」  

5・14文部省「日本教育令」改正草案、大政官へ棄議（19  

項目78章）  

や・23太政官案（49条）  

12 田中不二麿「教育国会ヲ創設スルノ議」を公表  

12、東京教育会設立  

『東京教育会雉誌』創刊  
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5・20 元老院教育令布告接第1読会（6・25まで8回開催）  

6・ 福沢諭吉「教育論」（『東京学士会院雑誌』創刊号、  

「内外教育新報」228～230号転載）  

8   天皇、元田永字を通じて「教学聖旨」を示す  

9   伊藤博文「教育議」、「教学聖旨」批判  

元田永字、「教育議附議」で反批判  

9・29 太政官、教育令公布：第1条「小学校ハ普通ノ教育  

ヲ児童二授クル所ニシテ・・」  

東京教育協会 設立  

12   小幡篤次郎「非常ノ工夫トハ何ソヤ普通ノ教育ヲ変   

18 7 9  

（明治12）  

シテ専門ノ教育二遷ラシムル是ナリ」（『東京学士  

会院雑誌』第1編第5冊）  

6科（読書、習字、算術、地理、歴史、修身）を異  
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2   千葉県上総国市原郡大厩村から東京府日本橋区浜町2丁目へ転籍  

7・7 6等属  

9・12 福沢諭吉より返書  

備しない′ト学校を廃止  

3   田中不二麿、司法卿へ  

4   文部省、スペンサー『斯氏教育論』訳（翌年絶版）  

12・4 文部省「教育令改正案ヲ上奏スルノ議」  

－「普通教育ハ、国民ノ品位ヲ上下スルノカアリ」  

一「普通教育ノ干渉ヲ以テ政府ノ務トセザルハナシ」  

一「普通教育ノ衰頑ヲ挽回スルコト、焦眉ノ急二属  

ス」  

12  元老院教畜舎改正布告案読会（第3読会まで）  

12・28 教育令改正  

教育費国庫補助を廃止  

1・19 赤松常次郎「読東京曙新聞教育上の巷説」  

「政府ガ教育二千渉スベキ理由」の第1として  

－「凡ソ人ノ子女クルモノ普通ノ教育ヲ受ケン事  

12・23 □『民間教育論』（庵地氏蔵版・和綴本）出版（27歳）  

18 81  

（明治14）  

2   □『民間教育論』再版（？）  



普 通 教 育 関 連 事 項   庵 地  保  （［コ印は庵地の著作等）   

ヲ要求スルハ其固有ノ権理ニシテ父母卜難モ之  東京府学員全会員となる  

ヲ妨グベカラズ之ヲ動力スベカラズ而シテ之ニ  

普通ノ教育ヲ輿フルノ義務ヲ負担スベキモノハ  

父母二非ズシテ誰ゾヤ」  

－「父母ハ子ノ普通教育ヲ受クベキ固有ノ権利ヲ  

顧ミル」べきこと（『教育新誌』88号）  

5・4′小学校教則綱領（小学校を初等・中等・高等の3科  

に区分）  

6・18小学校教員心得「小学校教員ノ良否ハ普通教育ノ弛  

張二関シ普通教育ノ弛張ハ国家ノ隆替二係ル」  

「普通教育ノ目的ヲ逮シ人々ヲシテ身ヲ修メ業こ  

就カシムルニアラスンハ何二由テカ尊王愛国ノ  

志気ヲ振起シ風俗ヲシテ淳美ナラシメ民生ヲ富厚  

ナラシメ以テ国家ノ安寧福祉ヲ増進ス■ルヲ得ンヤ」  

6・20教育会に対する国家統制強化  

11・7井上毅、中学校・実業学校の振興を説く  

12・3『東京輿論新誌』、「主権概論」を掲載、「主権は人民  

にあり」を主張  

1882  5東京教育学会設立  

（明治15）  『東京教育学会雑誌』創刊  4・54等属  

10・12伊沢修二『教育学』  

11福沢諭吉『徳育如何』  ［］「科学的ノ思想ヲ説キ併セテ其進歩ヲ論ス」  

（『東京教育学会雑誌』第5号）  

1883  4・9 庵地 埼玉県連台数育会へ出張  

（明治16）  1 『東京薯渓会雑誌』創刊  
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7   文部省、教科書の認可制を施行  

7   東京府教育談会 発足  

7  r東京府教育談会報善書』発刊  

7・28・「普通教育ハ民生卜相伴ハサル可ラス」（無署名論  

説『東京教育学会雑誌』第13号）  

9・9 大日本教育会発足（東京教育学会改組）  

9・30 F大日本教育会誌』創刊（1号のみ）  

11   『大日本教育会雑誌』創刊  

11・28 『東京教育新志j創刊（毎水曜日刊）  

1・7 『文部省教育雑誌』廃刊  

3・27 『文部省報告』廃刊、文部省刊行の雑誌なくなる  

（1920『文部時報』まで）  

7・1東京府教育談全会員となる  

9   大日本教育会幹事となる（2期～明治19・4・10）  

9・18 大日本教育全職員集会にて庵地演説「第三期ノ教育会」（第一期・東京  

教育会、第二期・東京教育協会、第三期・大日本教育会）  

2・3 東京府教育談会第2回開会において副会長に推挙される  

同会において演説「教育普及ノー義」（『大日本教育会雑誌』第7号  

に演説内容収録）  

2・15 東京府教育談会四谷・牛込両区合併支会第1回例会に出席  

3・24 東京府教育談会第3回開会において同会に5円を寄付  

4・17 静岡県連台数育会へ出張  

5・25 東京府教育談会第4回開会にて役員改選。庵地、副会長に再選。官報  

通信員となる（「転免履歴」）  

7・20［コ北豊島郡私立沢田′ト学校落成記念式典で祝辞  

（『東京府教育談会報告書』第2冊）  

3等属  

9   東京府教育談会例会「庵地君ハ普通教育ノ価値卜云ヘル論題ニテ演述  

セラレタリ」（内容不詳）（『東京府教育談会報告書』第2冊）  

10・29 司法省御雇外国人アッペール氏の学校巡覧に同行出張  

11・12 北豊島郡駒込小学校落成記念式典にて演説「本校維持法の事に就きて  

懇ろに演説せうれ」（『東京府教育談会報告書』第3冊）  

11・25 東京府教育談会郡区委員会、議長庵地  

12   深川区教員講習会ならびに教育会に出席  

18 8 4  

（明治17）  
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普 通 教 育 関 連 事 項   庵 地  保  （［］印は庵地の著作等）   

1885  2［］『通俗教育論』（東京・金港宝）  

（明治18）   

4・15 「普通教育ハ何ヲ目的トスルカ」  3・29東京呵教育談会第1回総集会。議長席地。役員改選で厚地、幹事に。  

（ー東京教育新志』3回連載）  副会長は東京府斯学務課長米本少蔵（辻新次演説）  

－この中で「国民普通教育」という言葉が用いら  

れる－  

4 開発社『教育時論』創刊（～1934年）  

4・9芝麻布共立幼稚園開園式に出席  

4・19 東京府教育談会四谷牛込両区合併支会第2回例会において演説  

□「ノ〔、の食物」（『東革府教育談会報告書』第4冊）  

4・30東京教育社創立、  

『教育報知』創刊（～656号、明治37年、月刊→半月  

刊→旬刊） 原亮三郎によ．る庵地『通俗教育論』広告掲載  

「右ハ普通教育ノ次第ヲ俗談平話二認メ最初二人間ノ安泰ハ教育ノ  

普及如何二基ク事父母ハ情卜理トニ於テ其ノ子ノ教育二心配スヘヰ  

事又一国ノ教育ハ国法二依リテ督促スヘキ事等ヲ述べ続テ体育知育  

徳育ノ事二論及セリ就中徳育説ノ知キハ従来ノ迷妄ヲ覚悟シテ更ニ  

新案≠立テラレクレハ世ノ薮育二従事スルノ士ハ勿韓萄モ学務担任  

ノ職÷アル者ハ必スー読スヘキ書ナリ」（『教育報知』創刊号）  

5・24 東京府教育談会2回総集会。議長庵地。  

6・21東京府教育談会商足立郡支会に出席。  

「（庵地哀）本会と支会との関係について最も懇切に説かれ」との記  

述あり。（『東京府教育談会報告書』第5冊）  

6・28 本所深川教育会の依頼に応じ出張  
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7・19 東京府教育談会神田日本橋下谷浅草4区連合支会発会式に出席、演説  

7  『通俗教育論』広告掲載（原亮三郎執筆）  

「該書ハ表書二掲ケクル如ク普通教育ノ旨意ヲ俗談平易ノ文章ヲ以  

誰人ニチモ教育ノ旨意ヲナールホドト了解シ得ル如ク民間不学ノ徒  

ヲモ子弟ヲ教育セネバナラヌトノ主意ヲ解得セシムル如ク的実ナル  

引証ヲ挙テ得意ノ論ヲ述べラレタル書ニシテ其編成ノ趣向ハ第一章  

ヲ総論二起シニ章之二続キ教育ノ目的ヨリシテ父母ノ子ヲ教育スル  

責任ノ事第三草体育ノ事第四章知育ノ事第五章徳育ノ事ヲ説キテ以  

テ完備トス殊二徳育ノ如キ玩味スヘキモノナリ我債ハ斯ノ如キ書ノ  

続々世二行ハレンコトヲ希フテ止マザルナリ」（『教育報知』第4号）  

8・6［コ『教育報知』第4号発行祝宴にて「祝辞」（『教育報知』第5号）  

8・16 東京府教育談会四谷牛込両区合併支会第4回開会に出席。  

「（庵地）教育令改正二付キ注意スベキノ条件ヲ述べラレタリ」の  

記述あり（『東京府教育談会報告書』第5冊）  

9・19 学事改正取調委員となる。  

9・27 東京府教育談会第3回総集会（一ツ橋・東京大学講義室）で演説  

［コ「会員諸君二所望アリ」（『大日本教育会雑誌』第24号、『教育報知』  

第11号）  

11・1東京府教育談会商足立支会に出席。「第二席は庵地君が徳育上のことを  

述べられ……」く（『東京府教育談会報告書』第7冊）  

11・22 東京府教育談会第4回総集会。  

庵地が発題者となる議題「小学教場の学期を3ヶ年とするときはこ  

れを無等級にすることがいいかどうか」が論議され、「論議百出、殆  

ど停止すろところを和らざるの有様なりしが、決を取るに当たりて  

は、無等級を否とするの説多数を占め遂に否決せり」  

（『東京府教育談会報告書』第7冊）  

8・12 教育令再改正  

地方教育費の節減を目的  

8・19 文部省、府県立・町村立学校で原則として授業料を  

徴収するよう指示  
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普 通 教 育 関 連 事 項   庵 地  保  （口印は庵地の著作等）   

12・12 公立小学校で修業期間1年をもって1学級とする   12・20 芝区公立南海′ト学校開校式に出席  

（学年制の初め、従来は半年級制）   12・20．東京府教育談会四谷牛込両区合併支会第6回例会へ出張  

12・22 森有礼、初代文部大臣となる   12・23 東京府職員2等属  

18 8 6  1・13 「普通教育ノ焦点ハ何レニ在ルヤ」   2・7 東京府教育談会北豊島支会発会式に出席   

（明治19）   （『東京教育新志』第105号）  2・21東京府教育談会神田日本橋下谷浅草連合支会に出席。  

「庵地保君は普通′ト学にスクールジスプリン訳して学校のしつけ方  

を勧め各其生徒をして一様の良習慣を養成するの必要なることを懇  

O「実業」「実用ある知識」「実業教育」「職工教育」  話し、その任たる専ら学校長あるいは校主に帰着するとの旨意を演  

「理学的教育」「新教育の世代」……をめぐる論 ベられる」（『東京府教育談会報告書』第7冊）  

議盛ん  

3中島勝義『教育雑誌』創刊（月2回刊？明治21、全  

47号）  

4・10小学校令（義務教育を初めて標樺）  5・4大日本教育会・商議委員（～翌年5・17）  

中学校令（尋常・高等に区分）  

師範学校令  

5・10文部省、教科用図書検定条例公布  

（検定制始まる）  

5・25文部省、「小学校ノ学科及其程度」を定め、自然科学  

関係教科を理科に統合、手工科を新設  

7・26東京府学務課長に昇格（判任官2等、「転免履歴」）  

10・25『信濃教育会雑誌』刊行  11・13［コ論説「小学校ノ経済」（『教育報知』第43号）  

12   大日本教育会12月常集会  

12・22「我ガ国ノ普通教育ハ強迫教育ヲ取ルベシ」  庵地が発題者になって「男女共学の可否」について討論  

（『東京教育新志』第154号）   （翌年2月～4月の3回にわたる）  
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1・9 ハウスクネヒト、帝国大学の独文学と教育学の教師  

として着任（ヘルパルト教育学を紹介）  

東京教育社『教師之友』創刊（月2回刊、～明治22、  

25号）  

1・1「書き方改良会の趣旨並びに規則」庵地等15名提唱  

（『大日本教育会雑誌』第50号）  

2・13 ⊂］府下小学校長会議で演説「校訓について」  

（『大日本教育会雑誌』第50号、『教育報知』第43号）  

4・16 東京府議事課へ転出（後任・元田直）（『教育報知』第64号）  

4・23 口論説「東京府下貧困児童の教育法」（『教育報知』第64号）  

18 8 7  

（明治20）  

5   文部省、小学校修身科授業では教科書の使用を禁止  

する旨通牒  

興文祉『国民之教育』創刊（月刊、～13号）  

5・10 「普通教育・国民教育・実業教育」  

（F教育報知』社説、第66～68号）  

－「普通教育ハ教育ノ基本クリ根底クリ」  

一「普通教育（ハ）（理性アル人間ノ）能力ヲ発達  

調和セシメ社会ノー個人クルニ欠ク可ラザル要  

状ヲ具備セシメントノ目的ヲ以テスルモノナリ」  

8・6 文部省、学校において生徒の学力のみならず、その  

人物をも査定し、尋常・優等の2種に分けて証明  

することとする  

9・11日本講道会、日本弘道会と改称。国民道徳の普及に  

乗り出す  

○西村茂樹・佐々木高行・佐野常民ら、修身教  

科書勅題の件を三条実美に提言（文相森有礼  

の反対により中止）  

○この頃、普通教育における徳育の方針・内容を  

めぐって、諸方面の論争活発となる（徳育論争）  

5・7 口論説「東京府下貧困児童の教育法（2）」  

（『教育報知』第65号）  
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5   □「通俗教育二関スル所見」（『国民之教育』第1号）  

□「貧困児童の教育を僧侶に依頼するの説」（『国民之教育』第2号）  

10・写0 文部省普通学務局主席属となる  

‖・12 大日本教育会・議員となる（2期～翌年3月）  

初等教育部門・中等教育部門・女子教育部門・学務部門担当  

［コ「東京府下貧児の教育法」（『教育雑誌』第36号）  

［］「普通教育に関する所見」（『教育雑誌』第41号）  



普 通 教 育＼関 連 事 項   庵 地  保  （□印は庵地の著作等）   

1888  1  秋田県尋常師範学校校長を命ぜられる  

（明治21）  

1・10 庵地の送別会に200余名出席（『教育時論』第99号、『教育報知』100号）  

1・20 秋田県尋常師範学校校長として赴任  

1・21『教育報知』第102号（1・21付）に庵地謝告を掲載  

5・26『教育報知』社説「巡遊所見」  

－「国家教育・専門教育・普通教育…皆是レ各其  

特性ヲ標準トシテ名ヲ分チ、業ヲ異ニセルモ／  

ナリ」（第120号）  3・31上京  

○金港掌編嘩所再編（教育部、雑誌部、′ト説部、琴  

務部）  4・7 県学務課長兼務秋田市教育全会長（『教育報知』第113号）  

4・13 □大日本教育全集会にて演説（『教育報知』第116号）  

8・21文部省、尋常師範学校設備準則（職員数・設備備品  

・生徒給与品等を規定。修学旅行を法制化）  6・1秋田県教育会設立総会（秋田県尋常師範小学校付属小学校講堂）  

庵地保、小柳三郎、駒野正和ら発起。総裁男爵青山貞、会長羽生氏  

熟、副会長庵地嘩。  

9・15文部省、尋常師範学校教員に執務中に制服を着用さ  □設立総会にて演説  

せ （『教育報知』第125号、『秋田県教育史』第2巻・資料編2）  

1889  1・22徴兵令改正。国民皆兵主義の実現。  

（明治22）  高等・尋常師範学校卒業者に6カ月間現役の特典。  

1・28森文相「学政の目的」  

2・11本日本帝国憲法発布 

2・12森文相、刺殺さる  

三宅米吉『普通教育』創刊（金港掌、2回刊、～明   3・30□「教師の位置を安全ならしむる法」（『教育報知』163号）  

治23・5、全13号）   （庵地の上京にさいし、記者が訪問し、たまたま小学教員について  
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の話が出たそのときの要旨）  9・25 島田直吉「普通教育ノ前途ヲ憂フ」  

（『教育時論』第160号）  

10・9 文部省、教員学生生徒の学術講演・演説の際、現在  

に政務に関する事項を可否討論させぬよう訓令  

12・19 文部省、天皇・皇后の「御真影」を高等小学校へも  

下付する旨府県へ通知（従来ほ官立・府県立小学  

校のみ）  

○国家教育、日本教育という表現盛ん  

5・17 府県制・都制各公布  

5・25～30 大日本教育会、全国教育会の代表者を集め、全  

国教育者大集会を開く（880人参加）  

5・30 伊沢修二ら国家教育社創立、『国家教育』創刊  

6・20 法制局長官井上毅、中村正直起草の教育勅語案（文  

部省原案）を批判（これにより井上・元田を中心  

に起草進む）  

7・23 文部省鱒『日本教育史資料』  

8  小学校令改正案をめぐり、法律主義をとる内閣と勅  

令主義をとる枢密院と意見対立  

10・7 小学校令を公布（勅）、市制町村制に即して′ト学校制  

度の詳細を規定。「′ト学校ハ児童身体ノ発達二留  

意シテ道徳教育及国民教育ノ基礎並共生清二必須  

ナル普通ノ知識・技能ヲ授クルヲ以テ本旨トス」  

（「普通教育」という用語が削除される）  

10・11「匡】家の普通教育」という表現、初出（『教育報知』  

第237号）  

10・30 「教育二関スル勅語」発布   

4  秋田県下仙北郡教育会にて演説（学務課長）  

4・19 ロ「教育者、外二対スル務（1）（2）」（『教育報知』第213、215号）  

18 9 0  

（明治23）  
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普 通 教 育 関 連 事 項   庵 地  保  （□印ほ庵他の著作等）   

12・20『教育報知』社説「国家教育の原理」  

－「故に国家教育は普通教育にしてまた強迫の教育  

なり」（第247号）  

18 91  2   秋田県尋常師範学校寄宿舎新嘗開舎式学生サボタージュ問題で47名の   

（明治24）  退学処分事件起きる（『教育時論』第233号）  

O「高等普通教育」という言葉が用いられるように  □手稿『教育制度』（未完）  

なる。  

6・17′ト学校祝日大祭日儀式規定制定  

8・25穂積八束「民法出テ忠孝亡プ」  尋常師範学校長俸給改訂（勅令172号、法律91号一文部大臣直轄）、  

（『法学新報』）   「長崎 四級 秋田 年840 庵地保」とある  

9・2井上哲次郎『勅語桁義』  （『教育報知』第311号）  

11・17小学校教則大綱  

′ト学校令諸施行細則（学級編成二関スル規則など）  

11・17文部省、御真影と勅語勝本とを校内の一定の場所に  

「最モ尊重二奉置」するよう訓令（奉安庫・奉安  

殿の設置始まる）  

11 井上哲次郎「宗教と教育について」  

（教育と宗教との衝突論争）  

11・25『教育時論』社説「普通教育に対する大木文部大臣  

の意見」（第138号）  

12・、5辻新次「普通教育ノ事業二就キテー言ス」  

（『教育報知』第292号）  

1892  4長崎県尋常師範学校校長転任を命じられる（5・1付で依頼退職）  

（明治25）                                7・11文部省、「尋常師範学校ノ学科及其程度」改定公布  

7・26丸山名政（法律家）「初等教育普及の急務」  金港豊吉籍株式会社に就職  
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－「普通教育と云ふものが此社会に如何なる影響を  

及ぼすものであるか」について主として政治との  

関係で多面的に論じている。  

（F教育報知j第327号）  

12・5 「普通教育の経費を論ず」（『教育時論』第275号）  

12・15 国立教育期成同盟会、約1万人の署名を集め、小学  

校教育費国庫補助の実現を衆議院に請願  

（翌年2月、可決）  

3・7 井上毅、文相に就任、教育制度の改革に着手  

3・15 棚橋一郎「余ガ所謂普通教育」（『教育時論』第285号）  

5・18 市町村の財政能力が許す場合、市町村立尋常小学校  

の授業料を徴収しないこととする。  

8・25 「実業教育を以て普通教育を害する勿れ」  

－「普通教育内に強いて実業なる専門科を加え両者  

の間に避くべからざる衝突を来した」と石川県の  

事例批判（『教育時論』第301号）  

10・28 文部省、教育政策・行政に関する発言を「政論」と  

断じ、これを行なう教育団体への教員の参加を禁  

止（大日本教育会など直ちに軟化、教育費国庫補  

助要求運動も後退）  

1・12 文部省、就学者の増加を計るため小学校の2部授業  

を奨励し、貧困児童の就学のため夜学・日曜学校  

等を勧奨  

1・12 文部省、昨年の訓令に続き、官公立学校生徒の反抗、  

とくに同盟休校を厳重に取締まるよう訓令  

2・17 「髄麒教育」－「普通教育は帯に短く禅に長い」  

（『教育報知』第409号）  

9・13 庵地発行人、加藤駒二編輯人で『国之教育』を発刊  

（月3回刊、～明治27・8まで全68号発行）  

□庵地、社説「国の教育」および「40年来日本の進歩」  

（第3号～第11号？連載）  

18 9 3  

（明治26）  
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18 94  

（明治27）  



普 遍 教 育 関 連 事ノ項   庵 地  保  （□印は庵地の著作等）   

3・1文部省、「尋常中学校ノ学科反其程軌を改正、第2  

外国語を除く、国語・漢文・歴史を重視、実業に  

つくもののために実科を置く  

○金港堂書籍株式会社、経営方針転換強める。同族  

経営「利益確保の至上命令の安定路線」、取締役  

（副社長格）三宅米吉も高等師範学校教授へ転出  

4・15「普通教育の程度」   6・23 『教育報知』（第427号）の『国之教育』（63号社説）攻撃開始「開国進  

一実業の中心地大阪で、中学3年までの普通教育を  取に対する教育上の俗論を排す」  

要求（『教育時論』第324号）  

6・23 『国之教育』第64号、『教育報知』に反論  

7・7 『教育報知』（第429号）記事、「『国之教育』の答弁」  

6・15文部軍、尋常中学校実科規定を公表、4学年から実  7・14 『教育東知』（第430号）再攻撃、「再び教育上の俗論を排す」  

施する実科の内容、実科のみの実科中学校の設置  

等を規定  7・23 『国之教育』第67号、『教育報知』に再反論「教育報知に一言す」  

6・25高等学校令公布（高等中学校を高等学校と．改称、原  

則として専門学科を行う、地方単科大学化を意図、  7・28 『教育報知』（第432号）記事、「『国の教育』城下の血盟」  

大学予科をおく）   8・3 『国之教育』廃刊（第68号）  

8・1清国に宣戦布告  8・25 『教育報知』（第436号）記事、「『国の教育』の休刊を惜む」  

11・25「戦時の普通教育に蜃ふ 

（『教育時論』廟346号）  ○史料によれば1月迄は監査役に留まっている  

18 9 5  2」5 貴族院及び衆議院で、教育高等会議及び地方教育会   一稲岡勝「金港望小史一社史のない出版社「史」の試み」東京都立   

（明治28）  議設立の建議案を可決（政府、文部行政への束縛   中央図書館『研究紀要』第11号、1979、93ページ  

として拒否）  

3・5「実業教育の為に普通教育を忽にすること勿れ」   

（『教育時論』第356号）  
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2・4 貴族院、小学校修身教科用図書の国費による編纂決  

議案を可決  

9・24 穂積八束『国民教育憲法大意』  

12・18 高等教育会議規則を公布  

12・20 大日本教育会、組織を改編し、帝国教育会と改称  

12・25 帝国教育会、国家教育社の併合を決定、『大日本教育  

会雑誌』は183号より『教育公軌と改題  

5   井上哲次郎ら『日本主義』を創刊  

6・7 穂積八束『国民教育愛国尤、』  

18 96  

（明治29）  

○田辺氏の誘いで住友家に入社、日本製銅株式会社の整理監督を命じ   

られる。  

（住友銀行支配人田辺貞吉：沼津藩士の長男として江戸城内に出生。   

千葉県官吏から文部省督学局視学、明治10年、東京師範学校長）  

18 9 7  

（明治30）  4・1住友伸銅場（現住友電工の前身）開設。ただちに場長心得となる。  

（職員6名、職工約70名）（45歳）  

7   同 場長  

「（桂銅線製造法）について場長庵地保は自身に翻読して製作を指導し  

た。（中略）そうして明治33年4月、逓信省へこれを完納することが  

できた。これは大変立ち遅れていた住友の電線事業が最初の面目を  

示したものと言わねばならない。そして鋼線は以後しばらくは住友  

の独占的製品となった。」（『社史 住友電気工業株式会社』、1961年、  

同社発行、70ページ）  

○住友伸銅場、東京に出張所を開設。（場長を支配人と改める）  

（庵地、月俸150円、当時帝国大学卒業者初任給50円）  

9・22 庵地支配人、「商業視察と販路拡張のため」清国へ出張。  

11・19 帰国  

○住友伸銅場、分工場ふくめ職工240名に。  
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10・9 文部省、実業教育局を新設  

12・17 文部省、′ト学校と師範学校とにおいてなるべく男女  

共学にすること、高等女学校の設置を積極的に計  

画することなど訓令  

1・10 r普通教育の現状を論じて当局者の猛省を請う」  

（『教育公論』第1号）  

2・7 中学校令改正（尋常中学校を中学校と改称、修業年  

限5年、男子の高等普通教育機関）  

18 9 9  

（明子台32）  



普 通 教 育 関 連 事 項   庵 地  保  （□印は庵地の著作等）   

2・7実業学校令公布（実業学校制度の成立）  

2・8高等女学校令公布  

3・22教育基金特別会計法公布  

ー「第三条、教育基金ハ普通教育費二使用ス」  

1903 4・29小学校令施行規則中改正（修身、国語、日本史、地  

（明治36） 理、図画の教科書の国産化）  

7・3「普通尋常の意義」（『教育界』第2巻第9号・社評）  

1904 2・10日露戦争勃発。  

（明治37）10・20「普通教育は一日も忽にすべからず」  

（『実験教授指針』第3巻第20号）  

1906 9・3中島力造「共通性の教育と特殊性の教育」  

（明治39） （『教育界』第7巻第11号）  

卜909 2・20沢柳政太郎F実際的教育学』（同文館）  

（明治42） －「教育学がその研究対象とする教育の範囲は学校  

教育中の普通教育に限定したい」（学校教育の範囲  

にほ高等学校も含めている。実業教育、高等教育、  

専門教育を除く）  

3・10江原素六「普通教育に関する所感」（『教育公論』）  

1910 3・19衆議院、「学制改革二関スル建議案」可決   退職（58歳）   

（明治43）4・25文部省、学制改革案を高等教育会議に諮問  11 ［コ『商人道』（東京、大野書店）出版  

1911 内藤鳴雪「普通教育の根本主義」  

（明治44）   （『教育界』第10巻第11号）  ○その後   

1918 12・6 帯等学校令（大学予科の性格を廃して、7年制を本   日本エナメル㈱設立に関係   

（大正7）  体とする高等普通教育機関とし、公私立の設立も   東京瓦斯電工㈱設立に関係   

認める） 日本原毛㈱取締役  
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6・1中島半次郎「現代普通教育の一欠陥」  

（『内外教育評論』第13巻第6号）  

8・1伊藤長七「普通と専門との教育分岐点」  

（『教育学術界』第41巻第5号）  

4・1龍山義亮「普通教育の本義と中学校」  

（『内外教育評論』第17巻第4号）  

4・15 文政審議会設置  

7・31三宅雄次郎監修『新日本史』第3巻・教育篇（沢柳  

政太郎執筆）  

一この中で「中等普通教育」という用語が用いられ  

る。一  

1919  

（大正8）  

19 2 0  

（大正9）  

19 2 3  

（大正12）  

19 2 4  

（大正13）  

19 2 6  

（大正15）  

O「水野家相談役として晩年を送る」との記述あり。  
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19 2 7  

（昭和2）  

19 3 0  

（昭和5）  

10・19 東京都小石川区宮下町4番地にて没す、77歳  




